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【図表１】企業の研究開発投資 

 

 

 

 

 

 
（注）調査対象業種の追加（96・01 年）による影響を除去した。 

（資料）総務省「科学技術研究調査報告」（以下、総務省） 
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企業の研究開発投資は、90 年代以降鈍化傾向をたどってきたが、最近では、多くの業種で再び伸びを

高めつつある。こうした背景には、①国際的な技術競争の激化、②製品・技術サイクルの短期化、③収

益力が改善するもとでの長期的な視野に立った経営姿勢の強まり、などが指摘されている。研究開発の

効率性の面では、わが国企業は、従来から特許取得の数では多いが、それが十分に収益に結びついてい

ないと言われてきた。しかし、最近では、特許収益性（企業収益／特許数）が上昇するなど、研究開発

の効率性は徐々に高まってきている可能性がある。実際、企業は、効率性向上を目指して、①事業分野

に合わせた研究開発分野の選択と集中、②研究開発成果を事業化につなげるための工夫、③知的財産の

有効活用、などの取り組みを進めている。こうしたもとで、企業の研究開発がマクロ経済に与えるプラ

ス効果は、将来にわたり着実に現れていくものと期待される。

１．はじめに 
企業の研究開発投資は、80 年代に高い伸びと

なった後、90 年代以降は、総じて鈍化傾向をた

どってきた。しかし、最近では、いわゆる「３つ

の過剰」をほぼ克服した後、企業は、長めの視点

に基づく経営課題としての観点から、キャッ

シュ・フローの新たな使い途として、設備投資や

配当・自社株買いなどと並んで、研究開発に対し

ても積極姿勢を強めているように窺われる。 

その一方で、日本の研究開発は、これまで他の

先進国と比較すると、投入金額や特許取得の面で

は優位にあるものの、企業収益に対する寄与と

いった「効率性」の面では、やや見劣りするとも

言われてきた。もっとも、この点でも、企業は効

率性向上を目的とした各種の取り組みを進めて

おり、実際に成果が上がりつつあるとの声も聞か

れている。こうした企業の研究開発への取り組み

やその効果は、今後わが国経済が長い目でみて成

長率を高めていけるかどうかを占ううえで、重要

なポイントのひとつと考えられる。 

そこで本稿では、①企業の研究開発投資の最近

の特徴やその背景、②研究開発の効率性の変化や

効率性向上にむけた企業の取り組み等について、

簡単に取り纏める。 

２. 企業の研究開発投資とその特徴 

（１）企業の研究開発投資 

企業の研究開発投資（総務省調査、実質ベース）

をみると（図表１）、80 年代に年率１割前後の高

い伸びとなった後、90 年代から 2000 年代初まで

は、平均して年率１～２％程度の低い伸びにとど

まっていた。しかし、2005 年度は、前年比＋5.4％

の堅調な伸びとなったほか、日本政策投資銀行の

アンケート調査によれば、2006 年度は前年比  

＋9.6％（名目ベース）の伸びが見込まれるなど、

ここにきて企業の積極姿勢が目立つようになっ

ている 。また、今後のスタンスをみても、企業

は資金の向け先として、研究開発に対する重要性

を徐々に高めていく方向にある（図表２）。 
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【図表２】研究開発に対する今後のスタンス

 

 

 

 

 

 
（資料）内閣府「企業行動に関するアンケート調査」（2006 年 4月） 

【図表３】業種別の研究開発費 

 

 

 

 

 

 

 

（注）かっこ内は 05 年度の研究開発費対売上高比率（％）。06 年度の
研究開発費は、日本政策投資銀行の調査（名目ベース）を利用。

（資料）総務省、日本政策投資銀行「2005・2006・2007 年度設備投資
計画調査報告」 

【図表４】研究開発のうち有形固定資産取得

 

 

 

 

 

 

 

（資料）総務省、経済産業省「工場立地動向調査」 
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＜重要度の高い資金使途＞

 1981
 ～90年度

 1991
 ～00年度

 2001
 ～04年度

 2005
 ～06年度

医薬品 <9.4> 8.6 3.5 6.0 12.5

電気機械 <5.5> 12.4 1.7 0.8 5.1

輸送機械 <4.2> 9.4 0.2 6.6 11.3

一般機械 <3.7> 9.5 2.9 3.9 8.3

化学 <3.7> 7.4 -0.5 -0.4 7.4

繊維工業 <2.3> 8.0 -1.5 -15.2 11.8

非鉄金属 <1.7> 7.9 0.4 -0.7 3.5

食品工業 <1.2> 7.2 0.3 6.4 5.9

鉄鋼 <1.0> 5.6 -6.8 -2.2 10.6

建設業 <0.4> 8.9 -1.4 -9.3 3.9

全産業 <2.7> 9.4 1.2 1.8 7.5

実質研究開発費の年平均伸び率（％）

 
 
 
 
 
 
 
 

（２）企業の研究開発投資の最近の特徴 

こうした企業の研究開発投資の最近の特徴と

しては、①増加の動きが、素材業種も含めて業種

の広がりを伴っていること、②研究所の設立など

研究開発に使用する設備投資が増加しているこ

と、③基礎研究の割合が徐々に高まってきている

こと、が挙げられる。 

① 増加業種の広がり 

第一の特徴は、研究開発を増加させる動きが、

業種の広がりを伴っている点である。すなわち、

業種別に研究開発投資の動きをみると（図表３）、

90 年代には業種を問わず、80 年代と比べて伸び

率は鈍化しており、中には減少に転じる業種もみ

られた。その後、01～04 年度頃には、いくつかの

業種で伸び率の高まりがみられたが、それは医薬

品や機械といった、経営上もともと研究開発の重

要性が高く、研究開発に多額の支出を行う傾向の

ある業種に限られていた。 

これに対し、足もと 05～06 年度にかけては、

ほぼ全ての業種で研究開発を増加させる動きが

みられている。とりわけ、01～04 年度まではマイ

ナスとなっていた鉄鋼や非鉄金属でもプラスに

転じるなど、素材業種も含めて、増加の動きが広

がりを伴ってきていることが確認できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

② 研究開発に使用する設備投資の増加 

第二の特徴は、研究開発に使用する設備投資の

増加である。企業の研究開発費の構成をみると、

主なものとしては、約４割が人件費、約２割が原

材料費、約１割が設備投資（有形固定資産取得費）

であるが、このうち、最近では設備投資の増加が

顕著となっている（図表４）。2005 年度は実質で

前年比＋16.8％の高い伸びとなったほか、先行き

についても、設備投資に関するアンケート調査な

どをみる限り、企業は設備投資に占める研究開発

投資のウェイトをさらに高めていくスタンスに

ある1。 

具体的な投資案件としては、基礎研究所を設立

したり、いくつかの研究所を集約した高機能の研

究所を設立する動きがみられるほか、研究施設を

持った工場の新設も増えてきている。90 年代に研

究開発投資が鈍化した際には、とりわけ、このう

ちの設備投資が低調だったことも併せて考えて

みれば、そうした設備投資の増加は、企業が製品

の高付加価値化を進める中で、研究開発について

より積極的なスタンスを採り始めた証左と考え

ることができる。それと同時に、こうした研究開

発関連の設備投資が、今後の設備投資需要全体を

下支えすることも期待される。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

③ 基礎研究の拡大 

第三の特徴は、目的別にみると、基礎研究の比

率が徐々に上昇している点である。従来から、日

本の研究開発は、応用研究や開発研究の比率が高

く、米国などと比べると、革新的なイノベーショ

ンに繋がるような基礎研究の比率が低いと言わ

れてきた2。こうした傾向は依然みられるものの、

最近では、徐々にではあるが、基礎研究を重視す

る企業が増えてきているように窺われる。実際、
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【図表６】企業の国際競争力 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）文部科学省「民間企業の研究活動に関する調査報告」 
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【図表５】企業の基礎研究開発費 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）総務省 
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研究開発のうち基礎研究の比率をみると（図表

５）――水準としてはなお低いものの――98 年度

をボトムとして徐々に高まっており、特に 2005

年度にははっきりと上昇している。上述した先端

研究所を設立するといった動きも、こうした企業

の基礎重視の姿勢を裏付けたものと考えられる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３. 企業の研究開発増加の背景 
このように、企業の研究開発投資は再び積極化

しつつあるとみられるが、そうした背景としては、

①企業のグローバルな活動が進むもとで、国際的

な技術競争が激化していること、②その点とも関

連するが、製品・技術サイクルが一段と短期化し

ていること、③「３つの過剰」を克服し、収益力

がしっかりと改善するもとで、企業が長期的視野

に立った経営戦略を立てるようになっているこ

と、が指摘できる。 

（１）国際的な技術競争の激化 

企業間のグローバル競争は、欧米企業との間だ

けでなく、中国などアジアの企業も含めて益々激

化しており、技術力の優劣が、企業の収益力に及

ぼす影響は一段と大きくなっている。このため、

とりわけ製造業を中心に、企業は、研究開発を進

めることで、技術力を不断に高めていくことが経

営上不可欠になっている。この点について、日本

企業の国際競争力に関するアンケート調査をみ

ると（図表６）、わが国企業と比べて、欧米企業

の方が優位と認識している企業の割合がなお多

いほか、中国企業に対しても――圧倒的に優位と

みている企業が多いとはいえ――技術のキャッ

チアップを警戒する見方も徐々に台頭している。

また、特許の面でも、日本国内で外国人が出願す

る比率が徐々に高まっている（足もとでは全体の

１割強が外国人の出願）ほか、日本企業が国際特

許を取得するケースも急速に増加している。こう

した国際間の技術競争が、基調として、製品の高

付加価値化を目的とした研究開発需要を高める

要因になっていると考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）製品サイクル・技術サイクルの短期化 

上記の点とも関連するが、市場のニーズが多様

化し、内外での技術競争が強まるもとで、開発し

た製品を市場投入した後、利益が得られる期間が

急速に低下してきている。例えば、ＵＦＪ総研の

アンケート調査3によると、80 年代には、新製品

投入後 10 年弱の間、利益を獲得し続けることが

できたのに対し、2000 年以降では、それが数年ま

で低下している模様である。また、取得した特許

の残存率が年々低下するなど、特許の陳腐化ス

ピードも速くなっている4。このため、企業は、常

に新しい研究開発を続けていないと持続的な収

益向上が見込まれない環境下に置かれており、こ

れが研究開発を積極化させる大きなインセン

ティブとなっている。 

（３）収益力の改善と企業の長期的な展望 

以上の点が、基調として研究開発を押し上げて

いる要因とみられるが、最近になって研究開発投

資が積極化している背景としては、いわゆる「３

つの過剰」を克服し、なおキャッシュ・フローに

余裕がある中で、企業が長期的視野に立った経営

戦略を考えるようになってきたことが大きいと

考えられる。 

すなわち、企業は 90 年代以降、過剰債務を抱

えるもとで、キャッシュ・フローの使途として債

務の圧縮を優先させてきた。その後は、債務圧縮

圧力が薄れるにつれ、グローバル需要の拡大に応

じて国内外の供給体制の強化を図る観点などか



日本銀行 2007 年４月 4

【図表７】景気と基礎研究比率との関係 

 

 

 

 

 

 

 
（資料）総務省、内閣府「国民経済計算」 

【図表９】特許件数と特許出願効率 

 

 

 

 

 

 

 
（注）計数は 2002 年。特許は三極特許。特許出願効率＝特許出願件数

／研究開発費の過去５年累積。 
（資料）ＯＥＣＤ 

【図表８】研究開発の効率性指標（概念図） 
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ら、設備投資を積極化させているほか、最近では

Ｍ＆Ａや、配当・自社株買いといった株主還元に

も前向きである。こうした中、さらに長い目で収

益力の強化を図ることを目的として、研究開発を

積極化させている。加えて、国内の経済成長率が

高まり、先行きに対する自信を取り戻しつつある

ことも、研究開発（とりわけ基礎研究）のような

長めのプロジェクトを行うインセンティブとし

て働いている面もある（図表７）。前述したよう

に、今後３年間の資金使途について（前掲図表２）、

設備投資や株主への配当と並んで、研究開発を挙

げる先が多くなっていることは、こうした事情を

反映している可能性が高い。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４. 研究開発の効率性 

（１）研究開発の効率性指標 

研究開発の効率性を計測することは、研究開発

が成果に結びつくには一定のラグがあることや、

企業収益の改善から研究開発の成果だけを取り

出すことは難しいことなどから、実際にはきわめ

て困難である。そうした限界があるもとで、一般

的には、①研究開発インプットがいかに特許（ア

ウトプット）に結びつくか（特許出願効率）、②

保有する特許（アウトプット）がいかに企業収益 

や全要素生産性（アウトカム）に結びつくか、な

どに分解したうえで、効率性を評価するケースが

多い5（図表８）。 

それぞれの点について、国際比較を交えながら

評価すると以下のとおりである。 

（２）特許出願効率 

わが国は、他の先進国と比べて、研究開発への

投入金額が多いほか、特許の出願・取得件数も多

い。特許出願件数について、特許制度の違いなど

を取り除くために、日・米・欧の３つの地域で出

願された特許（三極特許）数を比較してみると（図

表９）、わが国は、米国に次ぐ水準にある。また、

特許出願効率（特許出願件数／研究開発費）をみ

ても、わが国は、米国の２倍近い水準となってお

り、国際的にみても高いレベルにある。このよう

に、少なくとも特許取得に限ってみれば、わが国

の研究開発の効率性は国際的に遜色ないレベル

にあると言って良いと思われる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（３）特許収益性 

一方、特許がいかに企業収益やマクロ経済に結

びつくかという特許収益性（企業収益ないしＧＤ

Ｐ／特許）についてみると、わが国では、国際的 
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【図表 10-1】特許収益性 

 

 

 

 

 

 
 

（資料）総務省、特許庁 

【図表 10-2】研究開発の効率性 

――個別企業データによる分析―― 

 

 

 

 

 

 

（注）東証１部上場企業のうち、研究開発を行っている 919 社を対象

とし、研究開発費対売上高比率（過去７年間の平均）の上位から

順に４グループに分類した上で、営業利益/研究開発費を算出。

（資料）日経 Financial Quest 

【図表 11】研究開発とＴＦＰ(製造業) 

 

 

 

 

 

 

 
（注）ＴＦＰは、稼働率の変動を調整したベース。 

（資料）総務省、内閣府など 
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（百万円／件）

年度

（倍）

にみても水準は低く、特許が収益にうまく結びつ

いていないと指摘されることが多かった6。 

しかし、最近では、研究開発の効率性が改善し

つつあることを示唆する材料が増えてきている。

例えば、特許収益性を、営業利益／特許出願件数

の５年間累積でみると（図表 10-1 太線）、2001 年

度をボトムとして上昇傾向にある。また、投入し

た研究開発費対比での営業利益をみても（同細

線）、このところ上昇に転じてきている。もとよ

り、これらの指標の改善には、好調な海外経済や

リストラの効果が大きく影響していることは言

うまでもない。しかし、個別企業の決算データを

基に分析してみると（図表 10-2）、研究開発を積

極的に行っている企業ほど収益率の改善幅が大

きい、という結果が得られており、研究開発の効

率性が高まってきている可能性はそれなりに高

いように思われる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

この間、製造業について、研究開発費とＴＦＰ

（全要素生産性）の関係をみても、両者には緩や

かな相関があるようにみえる（図表 11）。実際に

は、研究開発投資がＴＦＰに影響を及ぼすにはか

なり長い時間がかかることや、ＴＦＰは資源の効

率的な配分など様々な要素の影響を受けること

から、両者の関係を単純にみることはできないが、

研究開発を積極化している製造業でＴＦＰが上

がってきているという事実は、研究開発がマクロ

経済に対して、一定の効果を上げている証左とみ

ることも可能であろう。 

 

 

 

 

 

 

 

５. 効率性向上にむけた企業の取り組み 
以上のように、企業の研究開発の効率性は上昇

しつつあるとみられるが、こうした背景としては、

①研究開発分野の選択と集中、②研究開発成果を

事業化につなげるための工夫、③知的財産の有効

活用、といった企業の各種の取り組みが身を結ん

できている可能性が高い。 

（１）研究開発分野の選択と集中 

企業の取り組みとして、第一に、研究開発分野

の「選択と集中」が指摘できる。多くの企業は、

80 年代後半にかけて、事業分野の多角化を行うと

同時に、研究開発分野についても複数の研究分野

に資源を投入する動きがみられた。しかし、企業

収益が悪化する中で、多くの企業は、90 年代後半

以降、事業分野の選択と集中を徹底し、そうした

中で研究開発についても、本業部門に集中する動

きを強めていった。実際、複数分野への研究開発

を行っている企業の割合をみると（図表 12）、90

年代以降低下傾向をたどっており、景気が回復に

転じた 2002 年度以降も、低下傾向に変化はみら

れていない。本来、研究開発が成果を上げるため

には、事業分野との密接な結びつきが重要である

が、ひと頃は、事業分野で選択と集中を行っても、

研究分野については聖域化され、十分な絞り込み

ができなかったという事例も少なからず指摘さ

れてきた。しかし、最近の選択と集中への取り組

みにより、研究開発がより効率性の高い分野に絞
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【図表 13】知的財産の有効活用 

 

【図表 12】研究開発分野の選択と集中 

 

 

 

 

 

 
 
（注）産業分類の変更により、01 と 02 年度の間には段差が生じている。
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(％）

年度

 複数分野への研究開発を行っている企業
研究開発を行っている企業

り込まれた結果、収益に対する貢献も高まって

いったと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

（２）研究開発を事業化につなげるための工夫 

第二の点は、研究開発の成果をうまく事業化に

つなげるための工夫である。従来のわが国企業で

は、研究開発部門と製造部門との連携不足などか

ら、事業化に至らなかった研究開発案件が少なく

なかったと言われている（いわゆる「死の谷」の

存在）。ただ、この点でも、①研究開発部門と事

業部門の連携強化、②研究開発にコスト・パ

フォーマンスの視点を導入、③研究開発案件の採

択や既存案件の継続の判断などに関する経営陣

のコミット強化、などの取り組みが進められてお

り、成果の見込みの薄い研究案件を排除するとと

もに、研究成果を事業にうまく結びつけることに

成功する事例が増えてきている。この点、企業の

設備投資の内訳をみると、研究開発そのものに対

する投資だけでなく、「新製品・製品高度化」を

目的とした投資も、はっきりと増加している7。こ

れは、研究開発によって取得された技術や知識が、

製品や生産過程に応用される事例が増えている

ことを示すものであり、企業の研究開発が、設備

投資への体化を通じて、企業収益へプラスの影響

をもたらしつつあるとみなすことができる。 

（３）知的財産の有効活用 

第三の点は、知的財産の有効活用である。企業

の研究開発がマクロ経済に対してプラスの効果

を及ぼすためには、企業が付加価値の高い知的資

産を生み出すだけでは十分ではない。生み出され

た知的資産を有効に活用してはじめて、企業収益

やマクロ経済に対して効果を発揮することが可

能になる。前述のように、わが国企業は、取得す

る特許数は多いが、保有する特許を有効に活用で

きておらず、企業内で未使用となっている「休眠

特許」が少なくないと指摘されることも多かった。 

しかし、最近では、企業は知的資産の活用に対

してより踏み込んだ取り組みを進めている。具体

的には、①新たに取得する特許を厳選するだけで

なく、②既に保有している知的資産についてもそ

の内容を正確に把握したうえで、③知的資産の中

身に応じた有効活用を行っている。 

これらの取り組みについて、企業の「知的財産

報告書8」や決算説明資料などから、より詳しい傾

向を取り出してみると、新たに取得する特許につ

いては、海外では事業のグローバル化に伴い積極

的に出願するが、国内では選別的な出願を行うと

する先が多い。また、既に社内で保有する技術や

特許については、「自らの事業にとっての重要性」

と「相対的な技術力の優位性」の観点から分類し

たうえで、①重要かつ技術力の高い分野は、積極

的に特許を取得、ないし技術をブラックボックス

化しつつ自社内で活用、②重要でないが技術力の

高い分野は、特許の売却やライセンス供与により

利益を獲得、③重要だが技術力の弱い分野は外部

技術の導入、といった例が多くみられる9（図表

13）。こうした企業の取り組みは、事業や研究開

発分野だけでなく、知的資産についても、「選択

と集中」を図る動きと整理することができる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 こうしたもとで、海外との間での技術貿易も増

加している。技術貿易は、特許権やノウハウ、技

術指導等の受払いであるが、このところ輸出・輸

入ともに拡大する中、収支の黒字幅が拡大してい

る（図表 14）10。技術貿易の拡大には、自動車メー

カーなどの海外生産拡大に伴う子会社からのロ

イヤリティ収入の寄与も大きいことは事実であ

るが、近年では、親子間だけでなく、親子間以外

の企業との間でも、技術貿易が増加している。こ
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【図表 14】技術貿易 

 

 

 

 

 

 

 

(資料）総務省 
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年度

れは、海外企業との間で、特許のライセンス供与

やクロスライセンスの導入等を行っていること

を反映したものである。これらの事実は、日本企

業が貿易面・生産面でグローバル化が進展してい

るだけでなく、知的資産の面でもグローバル化が

進みつつあることを表わすものである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

６. おわりに 
以上のように、企業はこのところ研究開発投資

を積極化させており、先行きも積極的なスタンス

を続ける見込みにある。もとより、研究開発が成

果を発揮するには、企業レベルでさえある程度の

時間がかかるため、最近の研究開発の増加（とり

わけ成果に時間のかかる基礎研究の増加）が、す

ぐに経済全体に大きなプラスの効果をもたらす

訳ではない。 

しかし、90 年代以降についても、企業は設備投

資などを削減した一方、研究開発については――

伸びは鈍化したとはいえ――ある程度のレベル

を維持してきたことも事実である。そうしたもと

で、企業が研究開発を事業化につなげるための取

り組みや知的財産戦略といった各種の工夫を地

道に行ってきたことが、ここ数年のグローバル展

開の奏効や収益力・生産性の向上に結びついた面

もあると考えられる。また、今後についても、効

率化向上を目指した努力がさらに続けられるも

とで、足もとの積極的な研究開発投資の好影響が

徐々に顕現化すると見込まれることを踏まえる

と、企業の研究開発のプラス効果は、将来にわた

り着実に現れていくと期待できよう。 

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------  
1 例えば、内閣府の「企業行動に関するアンケート調査」

（2006 年４月）をみると、今後３年間の設備投資の目的

（最も重要なもの）として、研究開発を挙げる割合は

 
8.2％と過去３年間（5.5％）と比較して、さらに高まる結

果となっている。 

2 なお、わが国全体として基礎研究の比率が低い背景とし

ては、主に基礎研究を手掛ける大学や政府のプレゼンスが

低いことや、これら主体が手掛ける基礎研究の比率が低い

ことも、少なからず影響している。 

3 ＵＦＪ総合研究所「研究開発促進税制の経済波及効果に

係る調査」（2005 年３月）。 

4 特許権は、出願日から 20 年間保護されるが、特許を維

持するためには、毎年特許料を支払う必要がある。このた

め、特許料を支払ってまで維持する価値がないと判断され

た特許については、特許権が放棄されることもある。詳細

は、蜂谷「技術寿命の短期化と財務構造へ与える影響」（日

本政策投資銀行・調査、2005 年３月）。 

5 例えば、経済産業省では、マクロベースの知的財産戦略

指標（研究開発のボリュームや効率性を測る指標）として、

①研究開発インプット指標（研究開発費／ＧＤＰ、研究開

発費／研究者数等）、②知的財産関連アウトプット指標（特

許件数／研究開発費５期平均、ＧＤＰ／特許件数５年累

計）、③経済関連アウトカム指標（ＴＦＰ、就業者当たり

のＧＤＰ等）を挙げている（経済産業省「知的財産戦略指

標の策定に向けた中間整理」2004 年６月）。 

6 実質ＧＤＰ／三極特許出願件数は、米国のおよそ半分の

水準となっている。 

7 日本政策投資銀行による設備投資アンケート調査

（「2005・2006・2007 年度設備投資計画調査報告」2006

年９月）をみると、「新製品・製品高度化」を目的とした

設備投資の割合は、90 年代平均の 7.3％から、2005 年度

には 10.2％まで上昇している。 

8 「知的財産報告書」とは、企業が自社の研究開発の概要

や、研究開発投資の成果（特許の権利化やライセンス収入

の概要等）を、投資家に対して任意で情報開示したもの。

開示の内容は区々だが、基本的には経済産業省の情報開示

指針（2004 年１月公表）に沿って作成されている。2005

年度の開示企業は 22 社。 

9 こうした整理は、塙「わが国企業の知的財産有効活用に

向けて」（日本政策投資銀行・調査、2005 年７月）を参考

にした。 

10 なお、ここで使用した総務省の「技術貿易収支」は、

国際収支統計の「特許等使用料」とは定義やカバレッジが

異なるため、単純には比較できない点には留意が必要であ

る。例えば、「技術貿易収支」では、調査対象が特許、ノ

ウハウ、技術指導料などが中心であり、恒常的に赤字であ

るコンピュータのソフトウェアにかかる著作権使用料な

どは含まれていない模様である。このため、これらを含む

「特許等使用料」と比べて、黒字幅が大きくなっている。 
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金融経済に関心を有する幅広い読者層を対象として、平

易かつ簡潔に解説するために、日本銀行が編集・発行し

ているものです。ただし、レポートで示された意見は執

筆者に属し、必ずしも日本銀行の見解を示すものではあ

りません。 
内容に関するご質問および送付先の変更等に関しま

しては、日本銀行調査統計局  峯岸誠（ E-mail : 
makoto.minegishi@boj.or.jp）までお知らせ下さい。なお、

日銀レビュー・シリーズおよび日本銀行ワーキングペー

パーシリーズは、http://www.boj.or.jp で入手できます。 

 

親
子
間
輸
出

親
子
間
輸
入

親子間を除く輸出

親子間を除く輸入

親子間を除く収支



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /All
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJDFFile false
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName (http://www.color.org)
  /PDFXTrapped /Unknown

  /Description <<
    /FRA <>
    /ENU (Use these settings to create PDF documents with higher image resolution for improved printing quality. The PDF documents can be opened with Acrobat and Reader 5.0 and later.)
    /DEU <>
    /PTB <>
    /DAN <>
    /NLD <>
    /ESP <>
    /SUO <>
    /ITA <>
    /NOR <>
    /SVE <>
    /KOR <FEFFd5a5c0c1b41c0020c778c1c40020d488c9c8c7440020c5bbae300020c704d5740020ace0d574c0c1b3c4c7580020c774bbf8c9c0b97c0020c0acc6a9d558c5ec00200050004400460020bb38c11cb97c0020b9ccb4e4b824ba740020c7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c2edc2dcc624002e0020c7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020b9ccb4e000200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe7f6e521b5efa76840020005000440046002065876863ff0c5c065305542b66f49ad8768456fe50cf52068fa87387ff0c4ee563d09ad8625353708d2891cf30028be5002000500044004600206587686353ef4ee54f7f752800200020004100630072006f00620061007400204e0e002000520065006100640065007200200035002e00300020548c66f49ad87248672c62535f003002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d5b9a5efa7acb76840020005000440046002065874ef65305542b8f039ad876845f7150cf89e367905ea6ff0c4fbf65bc63d066075217537054c18cea3002005000440046002065874ef653ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000520065006100640065007200200035002e0030002053ca66f465b07248672c4f86958b555f3002>
    /JPN <FEFF3053306e8a2d5b9a306f30019ad889e350cf5ea6753b50cf3092542b308000200050004400460020658766f830924f5c62103059308b3068304d306b4f7f75283057307e30593002537052376642306e753b8cea3092670059279650306b4fdd306430533068304c3067304d307e305930023053306e8a2d5b9a30674f5c62103057305f00200050004400460020658766f8306f0020004100630072006f0062006100740020304a30883073002000520065006100640065007200200035002e003000204ee5964d30678868793a3067304d307e30593002>
  >>
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice


